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研究成果の概要（和文）：本研究では、水中の放射性セシウム（rCs）を対象とし、亜鉛置換体のプルシアンブ
ルーを用いた迅速モニタリングシステムを活用・発展させ、300地点以上の低濃度の水中のrCsを存在形態別、土
地利用別（農地・森林・都市域・ため池）に測定した。得られた水中のrCs濃度および関連データを用いて、農
地・森林・都市域・ため池からのrCsの流出特性を評価するとともに、SWATモデルおよびAIST-SHNELモデルによ
り少流域における長期的な環境動態予測を実施した。最終的に、複数の除染・除染廃棄物管理オプションにおけ
るrCsリスク削減効果・費用分析を実施し、除染のあり方についてステークホルダーと検討した。

研究成果の概要（英文）：In this research, we measured the low level dissolved and particulate 
radiocesium in the fresh water from agricultural land, forest, urban area and reservoir using a 
rapid monitoring system using nonwoven fabric cartridge filters impregnated with potassium zinc 
ferrocyanide. Based on the concentration data obtained, discharge characteristics of the radiocesium
 from agricultural land, forest, urban area, and reservoir were evaluated. Moreover, these 
concentration data and discharge characteristics were applied to the SWAT and AIST-SHNEL models for 
predicting long-term environmental dynamics of the radiocesium in the watershed. Finally, we 
proposed a risk management strategy followed by analyzing effect and cost of risk reduction from 
several options of decontamination, storage and volume reduction methods of decontaminated waste 
contaminated by radiocesium.

研究分野： 環境リスク学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 福島第一原子力発電所の事故により環境
中に放出され、山林や農地、都市域に沈着し
た放射性セシウム（以下、rCs）の長期的な動
態評価の必要性は論を待たない。また、除染
や仮置場設置から流出する rCs の影響評価や
除染対象外となった生活圏から 20m 以遠の
山林からの rCs の長期流出評価は、今後の大
きな課題である。そのため、除染後に残存す
る rCs に対して、長期的な被ばく量低減の観
点からリスクに応じた管理計画の立案が必
要となろう。 
 適切な環境動態評価とそれに基づくリス
ク管理体制の構築には、1)モニタリング、
2)rCs の流出特性評価、3)評価モデルに基づく
予測、4)モニタリングと予測に基づくリスク
管理体制の構築が必要である。研究開始時
（2014 年）は原発事故から 3 年が経過し多く
のモニタリング・環境動態評価に関する研究
が展開されている。陸域からの rCs は主に水
を経由して流出しており、出水時に懸濁物質
による流出が多いことは知られているが、平
水時の渓流・河川水中の溶存態 rCs 濃度は
0.001Bq/L〜0.1Bq/L と低く、省庁が実施する
多くのモニタリングにおいては、定量下限未
満（1Bq/L 未満）であること、また環境中で
の挙動が異なる溶存態・懸濁態が未区別であ
ることという課題があった。また、水中の低
濃度の rCs の溶存態・懸濁態の分離、定量の
ための溶存態 rCs の濃縮は、時間(20L 濃縮で
6-24 時間程度)・コストがかかるという課題も
あった。代表者の保高らは、この課題を解決
するため、亜鉛置換体プルシアンブルー(以下、
Zn-PB)を用いて回収率 98%以上を確保でき
る水中の低濃度 rCs の迅速・存在形態別分析
方法（以下、迅速システム）を開発・実用化
し、前処理時間を 1/30 まで短縮・低コスト化
に成功した（20L 濃縮時間： 10-40 分に短縮）。 
 研究代表者・分担者らは、本研究の開始前
から、山林・農地・都市域からの rCs の流出
特性に関する研究を進めており、山林部の懸
濁態 rCs濃度は出水時に10−100倍程度上昇す
ること、都市域の市街地の道路塵埃等の地表
面堆積物に起因する雨天時排水も rCs の発生
源の一つであること、河川中の溶存態 rCs 濃
度は流域内の沈着量と土地利用の影響を受
けることなどの知見を得ている。 
 しかしながら、これらの研究は個別の流
域・土地利用を対象とした限定的な調査であ
り、かつ除染等の環境回復活動の影響は考慮
していなかった。広域・長期の環境動態評価
に結びつけるには、多地点・継続的な低濃度
の水中の rCs のモニタリングを体系的に実施
し、土地利用毎の流出特性を評価するととも
に、モニタリングと予測に基づくリスク管理
体制の構築が必要である。 
 
２．研究の目的 
[目的１]本研究では、迅速システムを活用・
発展させ、従前法では費用・時間的制約があ

った多地点・継続的な低濃度の水中の rCs を
存在形態別に広域および土地利用別にモニ
タリングし、各土地利用流出特性を評価する
ための基盤データを整備する。 
[目標２]水中の低濃度の rCs のモニタリン
グ手法の高度化、標準化を進める。  
[目標３]モニタリングデータから山林・農
地・都市域・ため池等の土地利用毎の rCs
の流出特性を評価する。 
[目標４]複数のモデルを用いて rCs の長期
的な環境動態予測を行う。 
[目標５]これらの評価結果をベースとして、
複数の除染オプションの効果および費用分
析を実施することで、除染・帰還後に残存
する rCs のリスク管理戦略を構築する。 
 
３．研究の方法 
本研究のフレームワークを図 1 に示す。本研
究はモニタリング(1,2,3)、特性評価・解析(4,5)、
リスク評価・管理(6)の3フェーズに分かれる。
以下に各研究の概要を述べる。 

図 1 本研究のフレームワーク 
 (1)広域モニタリング 
阿武隈水系（12 地点）において、迅速システ
ムを用いて、定量下限値 0.001 Bq/L で溶存
態・懸濁態別の水中の rCs の測定（以下、水
中の rCs の測定とする）を計 6 回実施した。 
(2)水中の rCs のモニタリング技術の高度化・
標準化 
水中の rCs のモニタリング手法の低コスト化、
迅速化・標準化は重要である。Zn-PB を用い
た淡水中の低濃度 rCs の標準化を推進すると
ともに迅速・存在形態別分析方法の高度化、
汎用化を、Zn-PB と比較して共存イオンに対
する影響が小さい銅置換体プルシアンブル
ー（以下、Cu-PB）を活用して進めた。具体
的には、汽水・海水中の低濃度の rCs の迅速・
存在形態別分析方法および船上モニタリン
グシステム、森林内の林内雨・リター浸出水
中の溶存態 rCs のモニタリング用にラボ試験
及び現地適用性試験を実施した。 
(3)環境回復活動を考慮した土地利用別モニ
タリング及び(4)土地利用別／地域別の rCs 流
出特性評価 
①山林のモニタリング／流出特性評価 
・モニタリング：福島県内の山林 2 流域（阿
武隈高地・中通り）で湧水地点、流域内、流
域外出口地点で、迅速システムにより rCs の
モニタリングを行った。また、阿武隈高地の



1 流域で渓流出口に河川水位連動型自動採水
器を設置し、常時水位測定および出水時の懸
濁態・溶存態の rCs 濃度を測定した。 
・流出特性解析：湧水〜流域外の水中の溶存
態 rCs の濃度変化とその要因を検討した。ま
た、山林から流域外への流出係数を水位から
算定した流量および実測の流量−SS 濃度、SS
濃度−懸濁態 rCs 濃度の関係式を用いて、森林
からの年間流出量及び流出係数を推定した。 
②農地のモニタリング／流出特性評価 
・モニタリング：福島県の農地の 71％を占め
る田を中心に 3 地区 6 水田の農業用水・排水
中の rCs を測定し、農地および流域単位の rCs
の流出入量を明らかにした。特に排水につい
ては、代かき、降雨時排水、落水、掛け流し
灌漑等の水田特有の水管理の影響を評価す
るため、降水・排水イベント時に水を連続的
に採取するとともに水位及び濁度を連続測
定した。 
・流出特性解析：取得データより水田におけ
る rCs の流出入量・流出入率を算定した。立
地、水管理方法、営農方法等の各因子の影響
度を評価し、簡易モデルを構築して日本にお
ける一般水田の流出入率の範囲を推定した。 
③都市域のモニタリング／流出特性評価 
・モニタリング：福島県内の河川水の rCs に
おける都市堆積物の寄与率を評価するため、
河川水および都市堆積物の調査を実施した。
水試料は、2015 年〜2016 年に阿武隈川の支
流 2 箇所で 5 回（計 10 サンプル）採取し、
迅速法にて懸濁物質濃度、溶存態・懸濁態 rCs
濃度、重金属濃度を測定した。また、都市堆
積物は 2014年〜2016年に 13箇所でサンプリ
ングした。また、対照土壌として水田、畑、
森林土壌をサンプリングした。サンプリング
した都市堆積物は粒径ごとに重金属濃度と
rCs 濃度を測定した。 
・流出特性解析：Zn、Al、Fe、137Cs を指標と
して用い、都市堆積物と一般土壌の特徴を評
価した。また Zn/Al、137Cs/Al 比から河川水中
の rCs における都市堆積物の寄与を評価した。 
④ため池のモニタリング／流出特性評価 
・モニタリング：福島県内に 2700 箇所以上
存在するため池は rCs の動態を評価するため
に重要である。福島県内の 8 箇所のため池で
流入・流出水中の rCs、K+・NH4

+等の各種イ
オン、溶存有機物等の水質測定を実施した。
また、2 箇所のため池でため池内部の濃度分
布もモニタリングした。 
・流出特性解析：ため池の流入水の特徴（渓
流水、湧水等）、流入・流出水中の各種イオ
ンと rCs 濃度の変化、ため池底泥からの rCs
の溶出特性評価から流出特性を評価した。 
⑤環境回復活動の影響評価 
国直轄除染がなされた阿武隈高地内の小流
域 Y（37km2）にて、除染活動中、除染活動
後の rCs の流出挙動を評価するため、4 箇所
にて定期的（計 10 回：40 サンプル）、河川水
中の溶存態・懸濁態 rCs の測定を実施した。
また、同流域内出口付近の１箇所で水位・濁

度の経時的観測をするとともに、高水位時の
採水を自動採水器により行った。高水時の水
サンプルは、孔径 0.45 μm のフィルターを用
いて懸濁態を分離し、SS および懸濁態 rCs 濃
度を測定した。 
⑥GIS を用いた地域別の流出特性評価  
(1)で得られた広域の河川中の rCs データと、
各流域の rCs 賦存量・土地利用・森林種別の
関連性を GIS 解析により評価した。 
(5)長期動態解析 
①SWAT モデルによる動態解析  
阿武隈高地内の小流域 Y（37km2）を対象に、
(4)①、⑤で得られたデータより、モニタリン
グ期間中の河川流量、河川中の懸濁態・溶存
態 rCs 濃度の推定、流出負荷量の推定を、流
量-SS 濃度回帰式、SS 濃度-懸濁態 rCs 濃度回
帰式、分配係数を用いて算定した。モニタリ
ン グ 期 間 外 の 流 出 情 報 推 定 の た め に
SWAT(Soil and Water Assessment Tool)モデル
を構築した。モデルの入力データには、気
象データ、土地利用、土壌タイプ、標高を
使用した。また、観測水位から換算した流
量をモデル再現性評価に使用し、再現精度を 
Nash-Sutcli ff(NS)値により評価した. 
②AIST-SHANEL モデルによる動態解析 
阿武隈高地内の小流域 Y（37km2）を対象と
して AIST-SHANEL を適用した。空間解像度
を 250 m、流域の水田、畑、山林、市街地お
よび河道をコンパートメントとし、物質収支
からコンパートメント毎の濃度推定した。土
地利用別の流出係数パラメータは研究(4)で
得られた係数を組み、複数の除染シナリオを
設定した解析および実測データを用いた妥
当性確認を実施した。 
(6)除染・帰還を考慮したリスク管理戦略構築 
①地域別の長期被ばく量評価 
水媒介の rCs 移動および除染を考慮した地域
別の長期被ばく量のシナリオ評価を行った。
曝露経路は、水の飲用経由の内部被曝および
外部被曝を対象とし、屋外での労働時間が長
く、外部・内部被ばくが多いと言われている
中山間部の農業者を対象に実測・予測モデル
に基づく帰還後の被ばく量のシナリオ評価
を行った。飲用経由の内部被曝量の推定は、
得られた水中の rCs 濃度と広域モデルおよび
小流域モデルの解析結果を基礎として飲用
利用により評価した。外部被曝量の推定は、
時間単位で測定可能な個人線量計により阿
武隈高地内のY地区および中通りのT地区で
行動記録とともに実測し、航空機モニタリン
グデータとの換算係数を算定した。 
②除染後のリスク管理オプション提示と費
用対リスク削減評価の実施 
除染後に残存する rCs に対して、被ばく量低
減の観点から、複数のリスク管理オプション
を検討し費用対リスク削減効果を評価した。
また除染で発生する廃棄物の管理・保管及び
減容化に関するオプション評価を実施した。 
 
４．研究成果 



(1)広域モニタリング 
阿武隈水系・浜通り河川（12 地点）において
2014 年〜2015 年にかけて計 63 サンプルにつ
いて、溶存態・懸濁態別の水中の rCs の測定
の結果、阿武隈川水系の本川（須賀川・二本
松）および一部支川（社川・釈迦堂川・松川・
移川・広瀬川）では溶存態 rCs 濃度は
0.001-0.01 Bq/L であったが、一部の阿武隈川
中流部支川（荒川・逢瀬川）と浜通り河川（新
田川）では 0.01-0.045 Bq/L と相対的に高い濃
度が観測された。また、浜通り河川の太田川
では 0.10-0.16 Bq/L であった。現在、WEB で
データを公開する準備をしている。 
(2)水中の rCs のモニタリング技術の高度化・
標準化 
海水・汽水中の溶存態 rCs を対象に Cu-PB 担
持不織布を用いた迅速濃縮法を開発した。室
内・現地実証試験の結果、従来であれば AMP
法では 20L の濃縮に 3 日〜1 週間程度必要で
あったが、40 分で濃縮が可能となった。［雑
誌論文⑤］さらに船舶等で航行中に海水中の
rCs を自動濃縮可能なシステムを開発した。 
また、森林内の林内雨・リター浸出水中の溶
存態 rCs を Cu-PB 担持不織布を用いてモニタ
リングするシステムを開発した。室内・現地
適用性試験では 7 枚で 95%以上の溶存態 rCs
を回収できることを確認した。［雑誌論文①］ 
さらに淡水中の溶存態 rCs の濃縮手法に関す
る比較・標準化を進め、国内 17 期間が参加
した精度評価試験を実施した。[雑誌論文③] 
(3)環境回復活動を考慮した土地利用別モニ
タリング及び(4)土地利用別／地域別の rCs 流
出特性評価 
①山林のモニタリング／流出特性評価 
阿武隈高地の流域では、溶存態 rCs 濃度は湧
水地点で 0.001-0.005 Bq/L と低いが、湧水地
点から 5-10m 程度先の地点では、rCs 濃度が
3-5 倍程度に上昇した。この範囲には水中に
落葉・リターが多数存在し、流速が遅いため
溶存態 rCs 濃度が上昇したと推定された。中
通りの流域では、200m 先のため池までは大
きな濃度変化はなかったが、ため池を通過後
は 2-3 倍程度の濃度上昇を確認した。 
また、1 流域において流域出口における rCs
流出量を測定した結果、懸濁態 rCs の大雨等
の出水時の寄与が 90%以上を占める。また、
沈着量に対する年間流出率は 0.1-0.3%程度と
推定され、既往知見と整合的であった。 
②農地のモニタリング／流出特性評価 
農地 3 地区 6 水田において、代かき、降雨時
排水、落水、掛け流し灌漑等の水田特有の水
管理を含めて、農業用水・排水中の rCs を測
定し、年間の rCs 負荷量を定量した。その結
果、主要な排水イベントにおける対象水田に
おける沈着量に対する rCs の年間流出率は、
代かき排水で 0.003-0.028%、夏季排水で
0.001-0.011%と算定された。また、排水イベ
ントにおける rCs 流出率を沈着量と SS 流出
量から推定する簡易式を構築し、我々が得た
年間流出率が日本の平均的な範囲に収まっ

ていることを確認した。［雑誌論文④、⑦］ 
③都市域のモニタリング／流出特性評価 
都市堆積物および河川水中の重金属濃度、rCs
濃度を測定し、河川水中の rCs に対する都市
堆積物の寄与度を評価した。都市堆積物は、
土壌と比較して Zn 濃度が高く Al と Fe 濃度
が低かった。Al、Fe、Zn は河川中の懸濁物質
中からも確認され、Zn/Al や 137Cs/Al 等の比
は水中の懸濁物質の由来判定に活用できる
ことが確認された。由来判定の結果、都市堆
積物による河川への寄与は低いことが確認
された（）。 
④ため池のモニタリング／流出特性評価 
福島県内の 8 箇所のため池で流入水と流出水
中の溶存態 rCs 濃度の測定結果、6 箇所で流
出水のほうが濃度が高く、ため池内で溶存態
rCs 濃度が上昇することが確認された。また、
NH4+、TOC 濃度も同様に、流出水が高く、
ため池内の環境により溶存態 rCs 濃度が上昇
している可能性が示唆された。ため池内の空
間的な放射性 Cs 濃度の特徴は、流入口と流
出孔の位置に依存すること、懸濁態 rCs 濃度
と溶存態 rCs 濃度比（分配係数）はとくに TOC
濃度の上昇により低下することが示された。 
⑤環境回復活動の影響評価 
国直轄除染が実施された少流域 Y での調査
の結果、溶存態 rCs 濃度、SS あたりの rCs 濃
度ともに、2012 年と比較して漸減していた。
また、この濃度低下への除染実施の寄与は現
時点では判断できなかった。 
⑥GIS を用いた地域別の流出特性評価  
(1)広域モニタリングで得られた水中の rCs 濃
度、土地利用、rCs 沈着量を用いた GIS 解析
を実施した。解析の結果、水中の溶存態 Cs
濃度は Cs 平均沈着量と相関があった（決定
係数 0.88～0.94）。さらに、溶存態流出率は農
用地割合，森林割合と相関を示さなかったが，
市街地割合と正の相関がみられた（決定係数
0.10～0.41）。また、SS あたりの Cs 濃度も Cs
平均沈着量と相関が確認された（決定係数
0.60～0.71）。SS あたりの懸濁態 Cs の流出特
性は農用地割合が大きい地点で高い傾向（決
定係数 0.16～0.62）が確認された。 
(5)長期動態解析 
①SWAT モデルによる動態解析 
阿武隈高地内の小流域 Y（37km2）を対象に 
(3)-①、⑤のデータから、SWAT モデルを用い
た長期流出解析を実施した。解析の結果、懸
濁態 137Cs の年総負荷量推定値は 3.26×108

〜2.38×1010 Bq/yr/km2 、溶存態 137Cs の年総
負荷量は 1.01×106〜2.42×106 Bq/yr/km2であっ
た。懸濁態、溶存態 137Cs はともに流量に依
存して流出負荷量は増加するが、懸濁態に比
べ溶存態の変動は小さい。また降雨イベント
に伴う流量の増加時に、懸濁態の年総負荷量
の 90%程度が流出していることが確認され
た。 
②AIST-SHANEL モデルによる動態解析 
AIST-SHANEL を用いて、阿武隈高地内の小
流域 Y（37km2）を対象として、(3)-①、⑤の



水文データおよび(3)で得られた土地利用別
の流出係数から、複数の除染シナリオについ
て rCs の経時的な濃度変化を評価した。その
結果、領域の一部除染（水田、宅地、生活圏
から 20m の森林）では河川水中の rCs 濃度低
減効果は小さいことが確認された。また、水
田のみ河川取水による rCs の持ち込みがあり、
一部条件によっては除染後に僅かではある
が rCs 濃度が増加する可能性が示唆された。 
 (6)除染・帰還を考慮したリスク管理戦略の
構築 
①地域別の長期被ばく量評価 
阿武隈高地内のY地区および中通りのT地区
で時間単位で測定可能な個人線量計と個人
の行動記録、空間線量の測定を実施した。ま
た他研究で実施された結果も加え、航空機モ
ニタリングから推定された空間線量に対す
る外部被曝量の割合は、屋内活動で 14%、屋
外活動で 32%との結果が得られ、実測データ
に基づく空間線量と外部被曝量の関係を明
らかにした［雑誌論文②］。また、阿武隈高
地内の Y 地区で得られた水中の rCs 濃度から
推定される飲料水経由の内部被曝と実測さ
れた外部被曝を比較した結果、飲料水経由の
内部被曝は極めて小さいことが確認された。 
②除染後のリスク管理オプション提示と費
用対リスク削減評価の実施 
福島県内の 51 市町村を対象として、複数の
除染オプションのリスク削減効果と費用の
評価を実施した結果、現状の政策における除
染シナリオ（森林は生活圏から 20m の除染）
では、2.53-5.12 兆円のコストが必要となり、
2542 person-Sv.の外部被曝量が削減できるこ
とが示された。一方、森林を全て除染した場
合には、外部被曝量の削減は 2911 person-Sv.
と増加するが、費用は 16 兆円以上が必要と
計算され、森林除染の範囲は、リスク削減効
果や費用対効果も含めた上で議論をする必
要が有ることが示された。［雑誌論文⑥］ 
また、除染廃棄物の管理・保管に関する基盤
情報の整理を進め、2045 年の中間貯蔵施設か
らの搬出時の除染廃棄物の rCs 濃度を算定し
た結果、70%以上の土壌では 8,000 Bq/kg 以下
になると推定された。これらの検討結果は、
最終処分や減容化のあり方についてさらな
る議論が必要なことが示唆された。［雑誌論
文⑩］ 
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